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地域産業の生産力構造と住民諸階層

一一地域社会教育計画の基礎構造lζ関する分析祝角一一

山田定市

I 開題の所荘

、社会教育と階級・際層11という研究主題が真正萄から取りよげられる ζとは従来の社会教苦手研究

の中では比較的lζ少なかったといえるが、最近になって、そのような問題意識が、社会教育研究そ進

めるにあたって多かれ少なかれ自覚されている乙とはたしかである。社会教育の基礎となる学習要求、

学習課題が階級・階爆によって異るという ζとは、どく常識的にも理解できる ζとであるからである。

ζの場合、あらかじめ設定された基準にもとづく階濃度分と学習婆求、学習内容に関するあらかじめ

準備された項包とについて、双方の関連・相関を分折する、という手法はどく一般的に見られるが、

ζれでは課題についての基本的・構造的分折にはなりえていない、といえる。乙の研究課題について

は、まず階級・階層分折lζ関する理論的枠組みを明らかにし、それにもとづく住民諸階層の労働・生

活を基軸とする状態とその社会的関連について解明する ζとが、その基礎に据えられなければならな

L 、。

乙のζ とは、さらに住民諸階層の労働・生活の経済的碁盤、とりわけその物質的基礎としての地域

産業の構造分析を不可欠とする。小論は、 ζの点に焦点、を合わせて、その分析視角について試論的lζ

述べることをi重点におきたい。 ζのことはひいては、社会教育をめぐる理論的・実践的な主要課題の

一つ、地域社会教育計画の篠立一一それは社会教育行政(し、わゆる公的社会教育)と住民諸階層の

自主的学習運動を住民自治を碁礎として統一する ζとを基磯にしつつ、さらに地域において広範かつ

多彩に展開しつつある教育活動を地域住民が主体となって体系化する ζとをめざす笑践活動ーーに

向けての予傍的考察として位鐙づくものである。

以下、 ζの主題iζ沿ってとりあげるべき課題は大婆次のとおりである。(心地域産業の構造把握に関

する視角の整理。 ζのととはさらに、ひとつには地域産業を基盤とする地域経済の内部構造是解明す

るζとであり、ふたつには、それとの関連においてー閣(日本〉の手写生産構造ならびに地域政策との

内的連関を明かにする乙とを内容としている。問、 (1)における考察を基礎にして、とくに地域におけ

る階級・階層の分析、さらにそれを纂礎とする住民諸階層の状態の分析についての視角を明かにしな

ければならない。 (3)そのような住民諸階層の状態にもとづく生活(労働を含む広義の生活〉課題につ

いて、住民謡瀦層の状態を規定する諸条件と生活課題の主体的認識との対応、関係の中で明かにされな

ければならない。 (4)乙のような住民諸階濯の生活課題(地域にそくしていえば地域課題〉を地域にお

ける教育課題に関連づける場合、そのメカニズムを解明する分析視角はどのような内容でなければな
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らないか。 ζのζ とは研究課題としては難しい内容ではあるが、地域教育計画の基礎構造を明かにす

るうえでは不可欠の諜題である。解明すべき ζのような務課題の中で、小論はさしあたり(1).、 (2)につ

いてのべ、 (3)、(4)については穏を改めてのベるつもりである。

耳 地域産業の生産力構造

1 分析視角の提示

地域経済構造の分析の枠組みについては、関迷する領域における最近の研究のゆでしだいに明かに

窓れてきているが、その検討されるべき諸課題の中でいまだ十分に深められていない課題として地域

産業の生産力構造の分析をあげるととができる。 ζの乙との解明が不十分なために、地域問題を分析

する際の基本的枠組みの一つである生産力の不均等発展の構造も、さらに地域産業の民主的再構築の

課題も、地域産業構造の内突にそくして深められるまでにはいたっていない。

さきにわれわれは地域震業の生産力構造の分析にかかわる視点として、二つの論点を指摘した。1)

その一つは、生産を一生産期間にかぎらず連続性において托躍するという視点であり、いま一つには

生産諸部門の社会的関連において生産力を把握するという視点である。 ζれらこつの視点をふまえて

社会的生産力の総体が明かにされなければならない、というのがわれわれの間務提起であった。乙の

論点は小論においても共通しており、乙の視点をふまえて、さらに地域産業の構造分析の視角を明か

にしようとするものである。

上記の二つの論点にかかわって、さきの論稿で主としてのべた内容は大別してニつあった。その一

つは労働者の生活過程の分析視角にかかわった論点であり、いま一つは生産手段としての土地にかか

わる論点であった。との中でのべられた内容についてはふたたびくり返さない。乙乙では、それらを

含む地域産業の構造把握に関連する論点についてのベる ζとにしたい。

まず第 1!C， "地域産業の生産力構造/1 というとi:Jえ方自体について、その意義を明かにしておか

なければならない。、地域産業の生産力構造H は生産力概念、の具体的化にかかわるとらえ方であって、

それは個々の生産部門どとの個別生産力を基礎とする社会的生産力の発展構造を地域にそくしてとら

えるととにほかならなし、。また、その具体的規定としては、個別生産力の展開における生産様式(資

本主離性盤、小生産など)のちがいとその樹立関連ならびにその歴史的変化、それに対応した技術の発

展、労働力および労働の倒知的・社会的編成とその歴史的変化、生意語部門の発展を基礎とする社会

的介業の発展、などをふまえて解明されなければならない。

第 2!乙、地域産業の生産力構造の基本的性格を解明する場合、次の二つの側面からとらえる ζとが

必婆である。その一つは地域住民諸階層の生活諸条件としての地域産業の性格についてであり、いま

一つには産業資本を中軸とする資本の蓄積条件としての地域産業の性格についてである。一般に、運

動論的・実践的課題として地域経済、地域社会の自主的・民主的発展という ζとが提起され、さらに
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資本の論理に対する生活の論理、という対抗的関係としての認識がいわれているが、2)ζのような対

抗的関係としてとらえる滋論的枠組みを基礎にして、さらに地域産業の生産カ構造について、その住

民諸階層の生活諸条件ならびに資本の蓄積条件としてのこつの側面から両者の構造的関連を解明する

ζ とが重要である。

第 31ζ、ζのような観点から、さきの論穏において、従来の生産力論をさらに発展させるための介

析視点として、二つの論点一生産力発展の連続性と生産諸部円相互の構造的関連ーを提赤したが、

ζのζとぞ第 2の視点とのかかわりでいえば、地域建業の生産カ構造のこ側面について、 ζれを単lζ

対抗的関係としてのみ把握するのではなく、それらの内的関連を明かにするうえで不可欠であると判

断したからである。

第41ζ、上記の視点に立った地域産業の生産力構造の分析は、さらに一国の再生産構造との関連に

おいて深められなければならないが、その場合、 ζのζ とがより具体的な分析たりうるためには、さ

らにすくなくとも次の二つの視点が不可欠である。その一つは、地域経済と一国の再生産構造との関

連を・単lζ全体と部分との関係としてとらえるにとどまらず、地域産業の生産様式についての現実的存

在形態にそくして、すくなくとも、それが資本のいかなる形態(たとえば独占資本か中小零細資本か)

によって担われ、さらにそのほかにいかなる業態(たとえば小営業)が存在するか、そしてそれらは

相互にどのような関連をもっているか、という視点、から分析する乙とが必婆である。(乙の視点は、

たとえば地域産業口地場資本による産業、という単純な綬絡への批判にも結びっく)。 ζのζ とをい

いかえるならば、一関の再生産構造と地域産業との関連安、産業諸部門における資本の歴史的・具体

的存夜形態を介在させて分析する、という ζ とにほかならない。いま一つには再生産論をふまえた市

場構造分析である。 ζの場合、単に商品市場にとどまらず、金融市場、労働市場、さらには土地市場

の分析が欠かせないが、とりわけ労働市場構造の分析が重要である。そして、 ζれらを総括する理論

的枠組みとして、生産の社会化、労働の社会化の視点が有効であるが、乙れぞ単に抽象論のレベルか

ら発展させるためには、生君主・労働の社会化についての歴史的・具体的把握が重姿である。 ζのよう

な視点からさらに次の二つの論点が具体的に設定されなければならない。その一つは、社会資本にか

かわる論点整理であり、いま一つには、それと関連する地域の労働力編成(とくにその中における公

務労働の位置・役割)についてである。

そζで、つぎに第 5として社会資本にかかわる論点についてその婆点後指摘してお乙う。社会資本

をめぐってはすでに多くの論議があるが、社会資本の内実についてはいまだiE確な規定はなされてい

ない。その意味で分析に先だっ論点整浬が依然、として必要であり、 ζのような観点から次の諸点が重

視されなければならない。

(1)社会資本の素材的内笑は、僧汚IJ的生産力ならび社会的生産力の発展にとって必須の物質的条件で

ある。その意味では生君主力発展についての超歴史的な条件(素材的条件)である。(おそれは生産力の
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発展の一般的条件であるばかりでなく、労働者をはじめとする住民諸階層の生活にかかわる一般的条

件でもある。その意味で社会資本の素材的内実は生窓ならびに生活の双方の発展にかかわる超歴史的

な条件であるという乙ともできる。 (3)それらの物質的諸条件が資本主義的に充足されるためには、何

らかの意味で資本とかかわらざるをえない。 ζれまで社会資本(より正確にはこの表現で示される素

材的内実)が文字通り社会資本として資本形態に直接かかわって議論されてきたのもそのためであり、

また ζの乙とが議論を少からず混乱させる厳罰にもなったのである08) しかし、 ζの論点に関連し

てすくなくとも次の諸点についての整理があらかじめ必要であろう。制一方では、社会資本の資本と

しての性格を、個別資本、総資本、菌家資本、などの諸範鰭との関連において浬論的に整理すると向

時に、他方ではその利用の主体を明かにするに際して、独占資本、中小資本、小営業者などの資本の

具体的存在形態が社会資本(の素材的内実)の充用に捺して実際にどのようなかかわりを持っている

かについて検討する必要がある。制とくに地域住民の生活に関連する社会資本(の素材的内実)につ

いては、その利用主体としての単位を他人にまで細分化する考え方もあるが、りすくなくとも経済学

的に解明する場合同ま、その前提として労働力の再生産の基本単位である家族(歴史的社会的に規定

された)を利用主体の基本単位として設定するのが妥当であろう。 (4)社会資本(の素材的内実)が現

実に社会的に機能するにあたって、その管浬主体の経済的性格が問題となる。 ζれは資本としての性

格にそくしていえば機能資本という ζとになるが、現笑的には社会資本による施設の設震者と利用者

の双方がかかわりをもっ。そしてζの.ような社会資本が、実際に機能する過程で専門労働力が社会的

に自立し、不変資本部分とともに可変資本が定立する(従来の社会資本論では労働力ならびに可変資

5) 
本lζ対する分析が弱かった。)0 "J (5)ζのように社会資本は、それじたいとして趨歴史的・素材的

性格のものであるが、同時に、その現段階的性格が明かにされなければならない。乙の乙とにかかわ

って、さらに次の二つの ζ とが注良されなければならない。その一つは、現代資本主義のもとでは、

社会的生産力の発展にともなう社会資本の相対的比率が徐々に高まると同時に、それにもとづく社会

的生産力の統御の諜題がうきぼりになってきているという ζ とである。資源・エネルギー問題、公害・

環境問題などは ζのような問題状況に照応する具体的課題である。いま一つには、田家独占資本主義

の経済政策の中における社会資本の位置と役割の増大である。それは資本蓄積条件の国家(政策)Iζ 

よる補強であると開時iζ、社会的生産カの発展、地域問題の深刻化lζ対花、した新たな地域(産業、住

民)支配の手段であり、さらに、そのような中で深まる経済的危機への対応策というこ側泌をもって

いる〈したがって政策じたいとして矛盾を内包しながら)。そして、とのような社会資本をめぐる現

段階的な特徴を基礎にして、社会資本の投入、利用、管理などをめぐる対抗関係が鮮明となるのであ

る。

次に、第6として地域産業の労働力の編成にかかわる論点について指撤しておかなければならない。

地域の労働力の編成が、複接的に地域産業の構造に条件づけられる ζとはいうまでもない。 ζのメカ
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ニズムを具体的に明かにするにあたっては、地域産業を単iζ生産部門別構成として把握するだけでは

なく、独占資本、中小資本、小営業などそれぞれの生産様式、業態にそくしたより具体的介析が必要

であり、労働力市場を媒介とする労働力の社会的編成も、さらに雇用形態、雇用条件を含めてその舟

突を明かにしなければならない。

そして、地域労働力市場の構造を拐かにするうえでも、単iζ従前の{留男IJ産業部門、{間男IJ資本を碁礎

とする労働力編成にとどまらず、社会資本の充用の中で社会的に自立化した専門労働力の存在も軽視

する ζとができなし、。6) 乙のことと直接的にかかわるのは公務労働であるが、一般的労働手段、共

同生活(消費〉手段や、さらにそれにともなう自立化した労働力や社会の f共同事務Jにかかわる労

働力の存在が、一義的に社会資本や公務労働に結びつくわけではなし、。民間資本や協同組合も ζれに

深いかかわりをもっている(たとえば学校、医療施設、などは、 lまぼ共通した事業g的と内容をもち

つつ、公設・公営と私設・私営が併存している)。したがって、いわゆる f共同事務J、一般的労働

手段、共同生活(消費〉手段とかかわる労働者としては、すくなくとも公務労働者、協同組合労働者、

内容的にかかわりのある民間労働者、などについてそれぞれを考察の対象に入れたうえで、さらに地

域労働力の編成の問題を全体として明かにしてし、かなければならない。

第?として、労働力の社会的編成をよ詑のように把握した場合、それはさらに労働過程における労

働編成ならびにそれに対応した労働組織を基礎にして、さらに労働力が社会的に編成される過程を燦

史的・具体的に明かにする ζとに結びつく。いうまでもなく、資本主義のもとにおける労働組織は資

本主義的協業を出発点として発展するが、現実の地域産業の分析の場合iとは、小営業 CIJ、生産)にお

ける労働組織も視野lζ入れなければならない。小営業(小生産)のもとでは、労働の社会イヒは基本的

iζ進まない、という見解もないわけではないが、 7)驚史的・具体的分析にあたってはそのように述べ

るだけでは分析は深まらない。実際に小生産のもとにおける家族(的)協業はそれじたい変化しつつ

資本主義的協業の崩芽となる場合もあると問符11:，家族(的)協業の骨格を保持しつつ、その枠を ζ

えた協業〈共同労働〉を形成している乙とも現実には軽視できない。また、とくに小営業〈小生産〉

の場合には、自給生産のための労働も残存しており、それと商品生産労働との関連も分析の課題とな

る。そして、とのような視点に立って小営業(小生産)における労働編成、労働組織について検討を

進める中で、生産的労働とともに社会的労働との関連における家事労働の性格についても視野に入

れる ζとが求められ、 ζれらの考察の中から労働者家族における家事労働についての新たな論点を提

示し深める乙とも可能となる。より基本的には、資本主義的労働を碁礎としつつも、労働者(ならび

に勤労諸階層)1ζとって f労働とは伺かjについて新たな解明の課題を提示する ζ とにも結びつく08)

第 8として、上記のような労働編成・労働組織にかかわる問題設定は、それと鑓速する具体的な諸

組織、諸機関の分析へと導く ζとになる。それは現実にはきわめて多様な形態をともなうが、すくな

くとも偲別資本における資本主義的労働組織とその変化にかかわる問題、 8らにそれに対抗する労働
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組合、主として小営業(小生産)における家族協業の変化とそれを基礎とする社会化の諸形態、その

具体的形態としての生産組織、協同組合、地方自治体を中心とする公的諸機関、などを社会的生産カ

の発展ならびに生産・労働の社会イとの視点から分析の視野に入れ、それらの相互関連を分析する必要

がある。

巌後に、第 9として、 ζれらの地域諸組織の存在に蕩目するならば、それじたいの内部構造に関す

る分析が必須である。協向組合の経営分析、地方自治体の財政分析、間家予算分析、などがその具体

的課緩としてタu示されよう。 ζれらはいずれもさきに示した社会資本の具体的存在形態と深くかかわ

っており、その内部構造を地域経済との関連において解明する ζ とが重要な意義を有する。

2 地域産業の発展構造

地域産業の発展は、基本的には一国の再生産構造と社会的生草案カの水準によって条件づけられてい

る。一方で社会的主主主主力の発展は地域産業の多面的発展を条件づけていると問符に、資本主義的再生

産構造のもとにおける生産力の不均等発展は、地域産業の発展の過程で顕在化する。 ζのような地域

産業発展の基礎構造そ照射する分析視角として、われわれはさきの論穏において二つのキ見煮を提示し、

その視点にもとづいて生活過程にかかわる問題と生産手段としてのこと地の経済的性格についてのべた

のであるが、 9)ζζではさらに新たな論点として、農林漁業を基軸として展開される加工業と地場流

通の意義について論及したい。

ひとり農村地域にかぎらず、地域産業のI=tにあって農林漁業は義幹的産業部門としての意義を有し

ている。もちろんその震業構造の中に占める相対的位登は地域によって異るが、住民の生活諸条件の

やでも中軸の位置にある産業として、農林漁業は地域産業の中でも義幹部門に位置するといえる。し

たがって、地域産業の中における第2次産業部門および第 8次産業部門も、乙のような基幹産業部門

との関連において発展するととが条件づけられている、といえよう。

(1) 農林水産加工業の発展条件

地域産業の中における製造業がその地域にすでに存立している第1次産業を基礎として発展すると

いう乙とは、地域産業の均衡のとれた発展にとって基礎的条件のーっというととができる。それは、

そのような条件のもとにおける製造業の発展が、次のような意味において、地域住民の生活諸条件の

発展、改善iζ資するととができるからである。制在来の義幹部門である農林漁業における生産力の発

展を慕礎とする加工業の発展は、農漁民をはじめとする地域住民の護局の機会、したがって所得増大

の機会をそれだけ増大させる。(ロ)乙の乙とは同時に第 1次産業に対する加工原料の需婆を増大させる

ζ とによって第 1次産業の一層の発展を促す。付加工製品は、それじたい溜品の付加価値を増大させ

ると同時IL，加工製品という新製品を絞売し市場を拡大する ζとによって農林漁業にかかわる社会的

需要を新規に増大させる。 Lニ)乙れらのととが総じて地域住民の所得を主義め、生活諸条件の改善に資す
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るζ とになる。

しかし、反面、たとえ、地域の農林漁業に基礎をおいた製造業、加工業であっても、その発展過程

で地域経済の不均等発爆を抑制する ζとは菌難であり、むしろ、その骸行的な発展が促進される傾向

が強い。それは、地域産業をめぐる市場領域の拡大・深化とそのもとにおける市場競争の激化が避け

られないからである。とのような観点からも緩近関心のもたれている地場流通や産地直結が流通過程

でしめる位置・役割についてあらためで検討を加えておく必要がある。

(2) 地域市場の発展過程

地域産業の発展過程について、さき麗その対象を限定して農業(および林業・漁業〉を基軸とする溺業的

農業の発展としてとらえるならば、 ζれぞ農民経営を主たる生産様式とする段階、とりわけ小商品生産

の段階を起点とする商業的農業の発展過程、として把握する ζとができる。との場合、農民経営は当

初、自給金主主を大きく残存している段階から出発して、逐次、販売を主目的とする溜業的農業へと発

展するのであるが、その過程で流通形態・市場領域、さらにそれを基礎とする市場関係も次第に変化

する。局地的地方市場からそれを基礎とする国民的市場への発浪、さらに世界市場との関連の深まり

がその発展方向ぞ示している。10)ζれに対応する具体的な流通形態としては、地場流通から広域流

通への移行でありそれを担う商業資本としては、小営業的商業から近代的(資本主義的)商業資本へ

の発展である。 ζのような移行過程は、現実には、前者から後者への移行というよりは、むしろ前者

を主とする流通形態から後者を含む震層的流通構造への移行過程である。それは、農業においても、

資本主義的市場鑓係がたえず農業を包摂しつつも、農民経営の存続のもとで、主として小営業的商

業によって担われている地場流通が根強く存続する ζとを意味している。 ζのような地場流通は、地

域産業がその具体的業態としてのや小零細資本や、小営業の存続を基礎としているかぎり完全に消え

去る ζとはない。

むしろ、生産の側における中小零細企業、農民経営が存続し、他方、消費における労働者家族を基

礎とする小規模・零細消費が存続する中では、地場流通を媒介とする市場関係が、主として小営業的

商業によって担われる ζ とは一定の経済的合理性を有する。しかし、市場の資本主義的編成は ζのよ

うな地場流通を根底から改編し f合理化Jを迫る。 ζのような過程における自主的な対応形態として

協同総合が形成・発展する。小生産者協同組合、労働者消費生活協同組合がその主な形態である。

それらの発生の歴史は 19世紀の中葉にさかのぼるが、それが飛躍的な発展をとげ、ひとつの経済

制度として無視できない存在となるのは 20 世紀に入ってからであり、独占資本主義の経済政策(そ

の一環としての市場政策)の展開にほぼ熊応している。乙れを農民の{閣からみれば、それは農業なら

びに農業市場の資本主義的詩編成に対する農民的市場対応の具体的形態である。11)他方、労働者を

中心とする消費生活協荷組合は、生活擁護のための経済的共同行動としての意義を有する。その意味

では消費者運動の一環にはちがいないが、それは消費者としての権利を主張する単なる社会的運動で
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はない。 ζの点については、そのような運動が成立・発展する経済的基礎にまでさかのぼって、さら

にその存立意義を解明しなければならない。

乙のような農民および、労働者の主体的な運動の展開の中で、地場流通の今日的意義が理論的にも笑

践的にも再認識されつつあるといえる。具体的には産地直結が注目されている。産地直結は消費者の

立場に立った表現であるが、その内容は、主として農家物について農民の出荷組織(主として農協〉

と消費者団体(主として生協)とが一般的な市場 .u機構を介在しないで直接に生産物の売累を行

なう乙とであり、いわば共問販売と共向購入の直結である。その直接的効果が中間流通マージンの節

約にある ζとはいうまでもないが、期待される成果は ζのζとにとどまらない。商品の品質iζ対する

信頼、取引価格の決定における双方の条件援示とお互いに納得のいくまでの話し合い、双方の信頼のう

えに立ったうえで、相手方にとって有利な条件を拡大するための努力、 ζれらが全体として、農産物

流通の民主化lζ寄与することとなり、それじたい経済活動でありながら、さらに社会運動としての側

面をも持つζ とになる。乙れは、さきにのベた地域産業の二側面の一つ一一地域住民諸階層の生活

諸条件としての地域産業の発展一一ーを、生産者および消費者という相互に異る立場から共通に追求

している経済的、実践活動にほかならない、という ζ とができょう。そして、 ζのような実践の中で、

地場消費、地場流通を基礎としつつさらに広域にわたる流通の民主化の模索が桁なわれているわけで

あり、その過程で産地問競争の自主的調整、主として協間組合連合組織による企画的市場調整などの

新しい探題も鮮明になりつつあるといえる。さらにこれらのことは、主として経済的活動における地

域統治、さらには住民自治にかかわる具体的課題である、という乙とができる(社会的生産力の民主

的統制、その一環としての協同総合運営の民主化、地方自治体行政の民主化、など)。 ζζでは、地

場流通、産地底結について事例的にのべたにすぎないが、地域開震にかかわる民主的統制・克般の課

題が住民の統治能力、住民自治と内的にいかκ関連するか、という ζとは、それじたい経済民主主義

の発展の課題に結びつく。そして、 ζのような実践的課題が現実に提起されるようになった背景には、

「高度成長jの破綻のもとでの資本主義経済体制の構造的危機の深化が対応している。そして、その

ような経済民主主義の発展を担う主体の形成は、とりもなおさず階級・階層の構成・状態と深くかか

わっている。

E 階紐・階層の貧困化

いうまでもない ζとであるが、資本主義社会における階級は、生産手段iζ対するその関係とそれに

もとづく社会的察の分配の方法と、その大きさによって基本的に規定され、大別して、資本家階級、

労働者階級、中間諸階爆によって構成されている。したがって階級構成分析もまた、第1に支配階級

の分析、第21ζ被支配階級としての労働者階級の分析、そして第31ζ帝国主義のもとでは実質的に被

支配階級に属する中間諸階層(とくに農民層〉の分析がそのかなめをなす。 ζのζとは階級構成分析
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をお ζなううえで原員Ij的にふまえなければならないが、それとともに階級構成とのかかわりにおける

階層も階級構成分析をより具体的にすすめるうえで不可欠である。…般に階層のとらえ方は論者によ

って多彩である。それらの中で階!還を意識的に階級構成と切り離してとりあげようとする立場につい

ては、乙れを根本的iζ批判する必要があるが、 ζζでは考察の対象外とする。そのうえで措級構成と

のかかわりにおいて階層を問題とする意義と、階層をとり上げる際の枠級みをどのように考えるべき

かについて概括的にのべておく ζとが必要であろう。

まず、階級構成との関連における階層の意義については、大要次のようにいうことができる。(1)資

本主義社会におけるこ大階級である資本家階級と労働者階級と関連しつつそれと区別される小営業・小生

産者を中心とする中間諸階!警は、それじたい歴史的には過度的性格をもち基本的な階級規定では律し

えない内突を包んでいるのでぜとくにその分解過程を明確にするためには階級を基礎としつつも、そ

れとは異る独自な概念、が不可欠である。その意味でも ζζで設定される階層概念、は階級規定と密接不

離である。制階級構成をより歴史的、具体的に深める場合、それぞれの階級内部における構成変化の

分析が不可欠となる。とくに資本家階級内部における独お資本と中小零細資本への分化は、搾取・被

搾取、支配・被支配の関係をいっそう複雑にし、その基本的構造は変らないとしても、中間務階層も

含めて入りくんだ関係を形成し、その具体的解明が不可欠である。(ロ}階級・階層分析はそれじたいB

的をもってなされるわけであるが、その際的じたいをめぐョて階級的対抗関係が存する(階層分析に

おいて階級構成を意図的に隠蔽するものもその一端である)。乙のような対抗関係のもとで、被搾取・

被支配の状態iζ置かれている階級・階層の立場iζ立つならば、その窮極的な呂的は、搾取・支配・抑

圧の社会構造を変慈する ζとにあるといえるが、これをより具体的にいいかえれば、それはれ食間化

の克服H としてその内容を設定する ζ とができる。料その意味では階級・階層分析は、それじたいす

ぐれて笑賎的課題であり、そのB的に沿って有効に設定されなければならなし、。乙のような観点に立

って、その目的ぞれ貧掴イヒの克服.1/ として設定するならば、階級・階震分析もまた貧闘化の実態、を解

明するうえで有効である ζとが求められる。貧困化については議論の多いと ζろであるが、それが単

iζ億人の生活状態についてだけではなく、階層・階級にわたる社会的問題として、その笑態と原閣が

全社会的に解明されなければならない。 ζのような綴点に立つならば、食函化じたいについての何ら

かの具体的規定をぬきにして貧悶化の実態を明かにすることは困難である。

とうした観点から、たとえば江口英一氏らによる共同研究の中で、 f低所得・貧国層jという階層

規定がなされ、その笑誌にあたってたとえば生活保護基準をひと1およりど乙ろとして、低所得・貧閤層の食

器化の実態を実証的に明かにしている ζとは、階級・i積層分析においてもまた貧臨研究においても磁

12) 一期的な意義を有するものとして評価できる。 江口氏らの階層規定一「低所得・貧闘層jは、次の

諸点において、従来の階級・階層規定を超える積極的な意義を有する。(1)その階級・階層規定は、む

ろん資本主義社会における 2大階級、資本家と労働者階級の対抗的関係を基礎とするのであるが、そ
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の中でとくに労働者階級の貧困化としてとらえ、その貧困化を主として社会福祉との関連における呂

的意識的な課題設定と結びつけて明かにしたζ とにより、単lζ個々の労働者の貧国化としてではなく

階級・階層の全体にわたる社会的事象として抱援されている。 (2)したがって、そのようなやで食菌層

として措定された f低所得・貧菌層Jは、具体的・実態的に認識可能な存夜であり(従来の貧困化論

はとかく抽象的認識の減を脱し切れなかった〉、労働者階級を中心とする勤労者諸階層の中における

位置づけも明瞭となり、また、その ζ とによって、 f低所得・主主因縁Jが労働者階級(およびその他

の勤労者諸階層)の貧菌化をめぐる矛腐の集中点であり、その意味でその克綴が労働者階級の全体的

課題である ζとが鮮明となる(したがって、 ζの階層規定は、他方に労働者階級の9='1ζ相対的に裕福

な階爆を想定するヨ考え方とは無縁である)0 (3)さらに、 ζのような階層規定は、その内実において貧

掴化の克服、という実践的課題を内包しており、その意味で単なる分析の手法にとどまらず実践的意

義を有している。

むろん、 ζ うした鮮明な課題意識に裏うちされた階層分析は、さらに労働者階級にとどまらず、農

漁民、都市自営業者などの中間的階腐をふくめた全面的分析に発展させられなければならないと問符

に、その貧困化の過程(とくに中間層の場合にはその分解過程)についての動態的分析へと進める必

要がある。そして、 ζのような分析枠は、われわれの課題設定にそくしてみてもきわめて有効である。

前節までにおいて、われわれは住民諸階層の状態を明かにするための基礎構造分析として、地域産業

の生産力構造の介析視角についてのベた。乙の ζとはとりもなおさず地域問題についての階級的対抗

関係に結びつく ζとであるが、 ζれを住民諸階爆の{悶からとらえた場合、貧富化と地域問題という課

題lζ到達する。つまり、われわれの目ざす階級・階層分析に照らしてみても、貧閤化はその議ヱド枠と

なる。したがって、より具体的には住民諸階層の状態を貧困化を基本枠として解明し、その内実につ

いて、接近するために分析枠をより具体的に豊富化するととが求められる。 ζの場合、住民諸階層の

貧密化の内突を地域問題とのかかわりにおいてとらえる ζ とは、われわれの独自の方法であり、それ

は貧困研究を発展させるうえでもいくつかの寄与をなしうる課題を含んでいる、といえる。貧器化を

地域問題との関連においてとらえる ζとは、貧困化じたいが個人の個別的生活過程の枠を ζえて社会

的lζ進行する乙とを具体的事象として托躍するととに結びつくからである。それは、たとえば、個別

的生活諸条件と共同的生活諸条件とのかかわりについて地域にそくして明かにする、という課題の中

にも端的に示される。そのような意味において、たとえばー赦にいわれている社会資本、とくに共再

生活(消費)手段の充足の度合が地域住民の生活諸条件(とりわけ貧臨化)1ζいかなる影響を与える

かという ζとは、上記にかかわる端的な分析課題といえる。その表現の妥当性は別としても f地域的

食間jによって示される貧由化の内実は、現段階の貧臨化の特徴を端的に示しているといえよう。 ζ

のように貧国化を地域問題との関連においてとらえる ζとは貧困研究をより具体化し深める ζとにな

るのであるが、 ζのような階級・階層分析に関する鮮明な課題意識が、さらに住民諸階層の生活史を
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13) 
ふくむ総括的な階級・階層分析 ノのやで寅かれるならば、われわれの目ざす社会教育の基礎構造分

析もより精綾なものとなろう。 ζ うした観点から小論で残された論点については機会を改めてのべた

いと，思う。

i主記

1)北海道大学教育学部附属産業教育計画研究施設研究報告委 第 23号f地域社会の構造変化と地

域教育計画に関する碁礎的研究一北海道常呂町における事例研究 JJのとくに第1

地域産業の生産力構造と住民諸階層〈山田分担)を参照されたい。

2)たとえば布線鉄治氏は、 「資本の論理JIζ対抗する「生活の論理Jを諸個人の生活の社会的得生

産過程を賞く合法則的な論理として提起している。問時にその内謁ζついてはなお解明すべき論点を含

んでいるO 布施鉄治他 f地域社会変動構造把握iζ関する碁礎的分析方法(上)J (W北海道大学教

育学部紀要』、第19 1 9 7 2年、所収)0 pp. 4 7 -4 8 0 

3)社会資本をめぐる議論については、池上淳、宮本憲一両氏の所説がまずその出発点となり、以後ζ

れらをめぐって議論が進められてきており、論点はなお流動的であるが、論点開示としては、北沢

啓明・仲泊明送付社会資本』概念の基礎的検討J( W経済』、新日本出版社、 19 7 3年 11月

号、所収〕ならびにこれにひきつぐ向氏らの論説が参考となろう。

も〉前掲北沢・仲田論文を参照怠れたい。

5)社会資本における可変資本の位置づけについては、山田定市 f地場産業と地域開発J(日本科学

者会議r日本の科学者』、 19 7 7年 1月号、所収)を参照されたい。

6)重森焼編r地域のなかの公務労働』、 19 8 1生存、大月番応、参照。

りたとえば河相一戒 f農民の貧閤化論からみた兼業農民の性格J(東北大学農学研究所農業経済研

究室『農業経済研究誌』第2号、 19 8 1年、所収)。

8)その論点については、前掲山間「地域産業の生産力構造と住民諸階層jを参照されたい0

9)前掲山回 f地域産業の生産力構造と住民諸階層jを参照されたい。

10) くわしくは、山田定市f地域農業と農民教青 JJ(1980年、日本経済評論社)を参照されたい。

11) くわしくは、山田定市『現代の農協理論 JJ(1973年、全農協労連〉を参照されたい。

12)江口英一氏らの貧困層規定にもとづく代表的な実証研究としては次の論稿をあげる ζとができる。

北海道社会福祉協議会f大都市における低所得爆の調査 JJ( 1 975年 3月)(高山武志氏執筆〕

さらに乙れを継承する研究成泉として、杉村宏『低所得爆の研究 HJJ(1982年 8月、北海道大

学教育学部総属産業教育計画研究施設研究報告書、第 22号)がある。

13)最近におけるその代表的研究成果としては、布施鉄治編著r地域産業変動と際級・階層 JJ(1982 

年、御茶の水害警房)をあげる ζとができる。 ζの著作は、編者布施鉄治氏を中心とする研究グjレー

-15-



プがζれまで積み重ねてきた地域社会の構造・変動分析にかかわる理論的・実証的方法を基礎にし

て、夕張市を対象として多年にわたって行なわれた研究の集大成である。そのやから地域社会研究

における階級・階層分析の到達水準と今後の発展方向をみる乙とができる。その際、諸階級・階層

の生活史そをふまえた生産・労働過程を地域社会の変動の中にトータlレな視角で分析するという研究

方法から多くの教示をうることができるが、しかもなお、階級・階層の分析は、階級・階層の対抗

関係各現笑的な基礎とする閥的意識的課題設定を不可欠とするのではなかろうか。その際分析の対

象、方法についてある程度眼定的となり焦点がしぼられても、それは階級・際展分析進めるうえで必

要な階梯であるといえる。そして、そのよつな研究の積み震ねのうえに窮機的には労農同盟の今日

的意義と統一戦線滋論への発展が意識的に追求されなければならなし、。、階級・階層と貧閤化d と

いう主題もとのような視点lζ立った課題設定であるという ζとができる。

po 


